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1. はじめに 

 現在，我が国では人口減少や少子高齢化の進行を

背景として都市の低密度化や都市機能の低下など

の問題を抱えており，交通の面でもモータリゼーシ

ョン等による公共交通の衰退が問題となっている．

これらへの対応策として，立地適正化計画等により，

居住機能や都市機能の立地誘導によるコンパクト・

プラス・ネットワークのまちづくりが全国の都市で

推進されている．計画策定のためには都市構造の分

析，将来予測に基づいた評価が必要であり，このよ

うな評価を可能とする分析手法として，土地利用と

交通の相互作用を考慮した都市モデルが開発され

ている．土地利用に関しては，近年マイクロシミュ

レーションによるモデリングの開発が進められて

いる．さらに交通モデルを統合することで，詳細な

交通条件を考慮して都市構造予測を行うことが可

能になるが，都市政策の視点からの交通モデルの要

件は明らかになっていない． 

 そこで本研究では，交通施策を含む立地適正化計

画における立地誘導政策の評価や目標値設定の妥

当性を検証するために，都市モデルに組み込まれる

べき最適な交通モデルの基本仕様の検討を行うこ

とを目的とする． 

 

2. 立地適正化計画の分析方法 

 本研究では，立地適正化計画の取組状況に記載さ

れている公開・入手可能な 356 都市の計画書 1)を分

析対象とし，立地適正化計画における交通関連の現

状分析や施策等の位置づけを把握する．交通に関す

る現状分析・施策・指標についてキーワードにより

整理・分析し，各項目を実施している都市の割合を

算出する．また目標と各項目との整合性を把握する

ことで，計画において重要な項目の考察を行う． 

 

3. 立地適正化計画における交通の位置づけ 

 交通に関する現状分析の実施割合についての分

析結果を，図 1に示す．利用者や運行頻度に関する

項目では，鉄道やバスに関する項目の割合が高くな

った．勢圏に関しては，駅・バス停ともに高くなっ

ており，公共交通空白地域の把握などの視点から重

要視されていると考えられる．交通手段分担率の割

合が高かったことから，公共交通分担率を向上させ

ることを目的として計画や施策を立案するため，現

状分析の対象となっていると考えられる． 

 交通関連施策の記載割合についての分析結果を，

図 2に示す．再編については，バスや鉄道などの割

合が高く，BRTや LRTの割合は低かった．また駅関

連施設の整備などの割合が高かったことから，新交

通システムより既存の公共交通の強化が重視され

ていることが分かる．歩行・自転車環境の割合も高

く，コンパクト化した拠点内において，あらゆる世

代が円滑に移動できるような歩行・自転車環境の整

備を目的としているためであると考えられる． 

 交通関連指標の設定割合についての分析結果を，

図 3 に示す．2 つ以上の自治体が該当した指標につ

いてグラフ化し，アウトカム指標を橙，アウトプッ

ト指標を青で示している．アウトカム指標は利用者

や勢圏など，現状分析の場合と同様の指標を設定し

ている割合が高かった．アウトプット指標は項目数

が少なく，割合としても低かった． 

 目標および施策と各指標との整合性を検証する

と，LRTや路面電車，新交通システムは，施策など

に記載があり，指標としても考慮していくべきであ

ると考えられるが，設定している割合が低かった．

また，目標では高齢者に関する項目があるにもかか

わらず，指標や施策において考慮されていないため，

このような属性を考慮して指標は，ターゲットを絞

った施策を検討する上で重要であると考えられる． 

 

4. 都市モデルに組み込むべき交通モデルの要件 

 アクセシビリティベースモデル，トリップベース

モデル，アクティビティベースモデルの 3タイプの
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交通モデルについて特徴を比較した．アクティビテ

ィベースモデルは計算処理に関する項目では劣る

が，多様な属性や手段・経路選択，トリップチェイ

ンなどの表現力に関する項目では最も優れていた． 

 続いて，指標と各交通モデルとの整合性を検討し

た．公共交通勢圏人口，アクセシビリティ指標，利

用者数，交通量指標，分担率指標，歩行者数につい

ては，トリップベースモデルとアクティビティベー

スモデルが出力可能であることが分かった． 

 立地適正化計画の分析結果より，不足している分

析項目，かつ今後の将来予測を行う都市モデルの開

発にあたり必要とされる指標についても，各交通モ

デルとの整合性を検討した．検討した項目は，属性

別の勢圏人口，アクセシビリティ指標，交通量・利

用者数・歩行者数，分担率，新交通システム，MaaS，

同乗交通である．アクティビティベースモデルは全

ての項目において考慮可能であるが，他の 2モデル

では考慮できる項目が限定的である． 

 以上より，将来予測に基づいてコンパクト・プラ

ス・ネットワークに関する政策評価を行うための都

市モデルに組み込まれるべき交通モデルとしては，

アクティビティベースモデルが最適であると結論

づけ，モデル構築に向けた要件を整理した． 

 

5. まとめ 

 本研究では，立地適正化計画を用いて交通の位置

づけの把握のため，整理・分析を行い，交通施策の

評価に適した交通モデルの検討を行った．その結果，

アクティビティベースモデルが最も適していると

考察された．今後はこれらの検討結果をもとに交通

モデルを設計し，マイクロシミュレーション型都市

モデルに組み込む．また，実都市を対象としたモデ

ル構築を行い，交通関連施策を含むコンパクト・プ

ラス・ネットワーク政策の評価を行う． 
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図1 交通に関する現状分析の項目別実施割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2 交通関連施策の項目別実施割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3 交通関連指標の項目別割合 
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